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今般、事務局より、肝炎対策の推進に関する基本的な指針の案 (以 F、 指針案といいます)

が提示されました。

しか し、私たち患者委員は、肝炎対策の現状に対する評価や問題点の洗い出 しもなく、

t)ち ろん、その点についての委員間の議論もないまま、更に明確な視点が示されることな

く続けられたプレゼンや ヒア リングを 2回行っただけで、突然指針案が提示されたことに

ついて違和感を覚えてお ります。

また、国が 「働きかけを行 う」だけでよいとする記載部分 t)多 く、現在の政策を大きく

変えねばなるないとい う意識がなく、指針は抽象的な文言が並ぶだけです。

これでは我が国の将来の肝炎郊l策 について具体的なイメージを描 くことができません。

指針案がかようなものにとどまつている背景には、現状でかなり 11手 く進んでいるとい

う認識があ り、かつ、かような対策は、国が 主体となってやるものではなく、地方公共 |ヽ珂

体が i:体 となつてやるものだとい う意識が存するかのように感 じられ ます。

しか し、そもそもなぜ、ひとつの疾病についてわざわざ1劃 別の法律 (基本法)が制定さ

れたσ)で しょうか。

また、現状に問題はないのでしょうか。先進諸国に比べて格段に月fが んなどの生じ亡者の

割合が多い我が1可 において、検査や治療は適切に進んでいるといえるので しょうか。そ う

ではないことは、私たち患者が ・番よく認識 してお ります。

よつて、まず指針の冒頭および第 1の劇;分 において、基本法前文の意義を具体的に記載

し、現状評価 も書き込み、第 2以降の各論については、特に現状分析の必要な項日につき

詳 しい記述を加えるべきだと考え、以 ドの対案を示すものです (新たに書き加える部分を

赤字にし、削除する部分を網がけにし、コメン ト部分にマーカーを引きま した)。

ご検討の程、お願い申し上げます。
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肝炎は、肝臓の細胞が破壊 されている状態であ り、その原因は、ウイルス性、アルコ

ール性、自己免疫性等に分類 され、多様である。 しかしながら、我が国では、B型肝炎

ウイルス又はC型肝炎 ウイルス感染に起因する肝炎患者が大きな割合を占めていること、

及び肝炎対策基本法 (平成 21年法律第 97号)前文の趣旨にかんがみ、本基本方針に

おいては、B型ウイルス性肝炎又はC型 ウイルス性肝炎 (以 下 「肝炎」とい う。)対策を

総合的に推進するために基本 となる事項を定めるものとする。

何故基本法が定められたの力ヽ こついて記載された前文の趣旨を明確に書き込むべきである。



第 1 肝炎の予防及び月千炎医療の推進の基本的な方向

(1)基本的な考え方

肝炎は、適切な治療を行わないまま放置すると慢性化 し、肝硬変、肝がんといっ

たよりrl‐篤な疾病に進行するおそれがある。このため、B型肝炎 ウイルス又はC型
肝炎ウイルスに感染 したことに起因 して肝炎に罹患 した者及び B型肝炎 ウイルス又

はC型肝炎ウイルスに感染 した者 (以下 「月F炎患者等」とい う。・ 1然 、二こには、

肝炎に罹患 し、肝硬変、肝がんに進行した静も含む)が生活する中でかかわること

となるすべての関係者が肝炎に係る理解を深め、これ ら関係者の協力の下、肝炎患

者等が安心 して生活できる環境づくりに取 り組むことが必要である。
また、月F炎 対策を進めるに当たっては、肝炎患者等を含めた国民の視点に立ち、

国民や関係者の理解、協力を得て、肝炎患者等を含む関係者が ―丸となって連携す
ることが重要である。特に、月F炎 対策は、肝炎患脅等の置かれた環境、病状に ,よ う

て異なるのであ り、肝炎忠 汗等σ)実態を調査し、その
′
た態に応 じた対策を講 じるこ

と、月F疾患による死亡者を減′)す ■となど具体的な日標や達成時期を設定 し、定期

白勺に達ナリU虻 をli平 lHiす ることが|||:要 である

(2)肝炎に関する更なる普及啓発

B石1肝 炎ウイル ス又は C′11肝炎ウイルス (以 下「月F炎 ウイルス」とい う。)は、感
染 して 1)自 覚症状に乏 しいことから、感染に気付きにくく、また、感染を認識 して
いて ()、 感染者が早急な治療のZ、 要性を認識 しにくい。このため、13.l民 一人一人が

自身の月F炎 ウイルスの感染状況を認職 し、肝炎に係る正 しい知識を持つよう、更な

る普及啓発に取 り組む Z、要がある。

さらには、肝炎患 考等に対する不合理な取扱いを解消し、また、感染経路につい

ての知1識 ィく足による新たな感染を予防するためにも、月F炎 に係る IEし い知識の普及
がZ、 要である。

(3)月 F炎 ウイルス検査の更なる促進

月干炎ウイルスσ)感染については、1イ)li[、 1侮 L″ 製々剤、 ル防接種等、感染糸准路が様 々

GI)り 、個人の過去の生活における感染リスクの有無を半1断することがlAl難 である
ことから、肝炎ウイルス検査の受検機会を広 く提供 し、国民すべてが、少なくとモ)^
|口 |は月F炎 ウイルス検査を受けることが日∫能な体制を整備 し、受検の勧奨を行 うこと
が必要である。

「感染経路が様々」とだけ記載するのでは、実体に即さない。わが国においてはt多くのケースが、

輸血、血液製剤、予防接種による感染(医原性)であるという事実を確認し、そのうえで、そのよう

な医療を受けた方(の感染)が特に重要であることを意識させるべきである。

И)適切な肝炎医療の推進

肝炎ウイルスの感染について認識 している月F炎忠者等の健康保持のためには、

lllll々 の状況に応 じた適りJな治療を受けることが重嬰である。

月F炎患者等に対する適切な|え療を提供するためには、専門的な力l識や経験が必要
であるため、個々の肝炎患者等は、肝炎の治療を専門とする医療機関 (以 ド「専門

|だ 療機関」とい う。)において治療方針の決定を受けることが望ましい。
また、専門医療機関において治療方針の決定を受けた肝炎患者等は、継続 して適

切な治療を受けることがZ、要である。
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このため、肝炎患者等が、居住地域にかかわらず適切な肝炎医療を受けられるよ

う、都道府県において、地域の特性に応 じた肝炎診療体制の整備の促進に向けた取

組を進めるため、都道 llNl県 ごとに月「炎対策σ)推進 ri卜 画を策定することが望 ましく、

都i重 |ド∫りitと 1可 、医療機関が 1分に連携する必要がある。

また、肝炎 ウイルスの排除又は増殖を抑制する抗 ウイルス療法 (月 F炎の根治 目的

で行 うインターフェロン治療及び B型肝炎の核酸アナログ製剤治療)については、

肝硬変や月干がんといった、より重篤な病態への進行を予防 し、又は遅 らせることが

可能であり、また、ウイルス量が低減することにより二次感染の予防につながると

い う側面があることから、引き続き、抗 ウイルス療法に対する経済的支援に取 り組

み、「l己 負‖tttσ )更なる削減を検「 |ヽす るむ必要がある。

15)月 F炎患者等及びその家族に対する相談支援や情報提供の充実

月F炎患者等及びその家族の多くは、ウイルス性肝炎が肝硬変や肝がんといった、

より重篤な病態へ進行することに対する将来的な不安を抱えている、また、治療に

おける日1作用等、治療開始前及び治療中において、精神的な負lLlに 1貞 面することも

多くあることから、これ らの肝炎患者等及びその家族の不安や精神的負担の軽減に

資するため、肝炎患者等及びその家族への相談支援を行 う必要がある。

また、肝炎患者等やその家族を含む|コ 民の FI線 に立って、分か りやすしν情報提供

の強化について、取組を進めていく必要がある。

(6)月f炎医療をは じめとする研究の総合的な推進

月十炎は国内最大級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変、肝がんといった重

篤な病態に進行する。このため、月F炎 のみならず、月F炎から進行 した月11硬 変や月Tが

んを含めた月F炎 医療の水準の向 11等に向けて、月T炎 に関する基礎、臨床、及び疫学

研究等を総合的にlff進する必要がある。

また、月F炎患者等の負lll軽減に資するよう、肝炎対策を総合的に推進するための

果盤 となる行政的研究についても進める必、要がある。

第 2 月F炎の
「

防のための施策に関する事項

(1)今後の取剰1の方針について

感染経路についての知識不足による新規感染を予防するため、すべての国民に対

する月F炎 についての 1[:し い知l識の普及が必要である。特に、ピアスの穴あけ等の血

液の付着する器具の共有、性行為等、感染の危険性のある行為に興味を抱くように

なる年代に対しては、肝炎についての 111し い知識と理解を深めるため、集中的かつ

効果的な取組が必要である。

(2)今後取料lが必要な事項について

日常生活 11の感染 予防の留意点や、集 [ヽ引生活が営まれる施設ごとの感染予防ガイ

ドライン等の作成を行 う。また、特に医療従事者等の感染のハイリスク集IJを 中心

として、 13型肝炎ワクチンの有効性、安全性に関する情報提供を行 うとともに、 4ゝ

ての rど もを気
l‐ 象とした同リクザゥ υ)ル防1妾種を検 if寸 する ,

第 3 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項

(1)今後の取組の方針について

肝炎ウイルスの感染状況を本人が把握するための肝炎ウイルス検査については、
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健康保険組合や事業主等の多様な実施主体において実施されていることや、プラ

イバシーに配慮 して匿名実施 されている場合があること等から、当該検査の受検

状況の実態を把握することは困難である現 r[休1難な状況にある。

また、肝炎ウイルス検査未受検者や、受検 しているが検査結果を正しく認識 して
いない者等、いまだ感染の事実を認識 していない肝炎患者等が多数存在すること

が推定される。

したがって、今後は、下記の方針に基づき、適切な肝炎 ウイルス検査の一層の推

進を図るとともに、受検者における受検結果の正しい認識を促 し、必要に応 じて

適 LJlな受療につなげることが重要である。
ア これ まで実施 してきた月「炎検査の体制をより拡充 し、すべての国民が、少な

くとも ‐回は月F炎 ウイルス検査を受けることが日∫能な肝炎 ウイルス検査体制

を整備構築 し、そσ)効 果を検品Fす るt

イ 感染経路の多様性にかんがみ、すべての国民が、少なくとも 回́は肝炎ウイ
ルス検査を受けることが必要であることについての普及啓発を徹底するとと

もに、輸 111、 liL打た製斉1、 ■1方接種 (特 に

'防
接種にあつては、かつて予LttJ児期

に義務として子Jわれていた うえ、H召和 63イ 11ま で注身、l針の連続使用がなされた
いた)に よって感染することが多い事実 も川力|し たうえ月干炎 ウイルス検査受検

勧奨を行 う。

ウ 肝炎ウイルス検査の受検結果について、受検者各自が正しく認識できるよう、

検査前及び検査結果通知時において、肝炎の病態等に関する正 しい力l識 につい

ての情報提供を徹底する。
工 肝炎医療に携わる者が、最新の肝炎検査に関する知見を修得することは、適

りJな治療方針の決定や、患者への適確な説明を行 う上で非常に重要である。こ
のため、肝炎1項療に携わる者に対する研修の機会を確保するZ、 要がある。

(21 今後取組が必要な事項について

11記の方針を実現するため、引き続き、現状の取組を推進するととく)に 、新たに

下記について取 り組む必要がある。
ア 国は、現行の「特定感染症検査等事業」及び「健康増進事業」において行

つている肝炎ウイルス検査について、実施主体である地方公共団体に対 し検査

実施とその体制整備を働きかけるとともに、検証のための指標を設けるものと

する。

国は、地方公共団体ごとに1干炎対策推進計画を策定するよう求め、併せて同

計画のなかで地方公共団体の実情を踏まえた具体的な目標を記載するよう要請
し、目標達成程度に応 じ、情報提供や指導を行 うものとする。

各地方公共団体の自覚を促すため、各地方公共団体に推進計画を策定させることが望ましい。

また、その際には、具体的な目標を設定することが望ましい。

前回の議論では、およそ数値目標を設定することが困難であるかのような議論がなされてい

たが、国が把握できる数値や、従前たら統計上明ら力ヽ こなつていた数字も存するのであって、

数値目標が全く困難だというものではない。

また、モデル地域を定め、その地域における達成度を検証するという手法も考慮されるべきで

ある。
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イ 国は、肝炎 ウイルス検査の実施について、実施主体である地方公共団体に対

し、住民に向けた広報の強化を要請する。あわせて、産業保健に従事する者や、

医療保険者、事業主等の関係者の理解 と協力の下、引き続き、労働者に向けた

受検勧奨を実施 した うえ ご、||1前検診等び)更 なる対策を講 じる、ltヒ とする〔

ウ 国は、多様な検査機会の確保を日的 として、医療保険者や事業主が労働安全

衛生法 (昭和 47年法律第 57り に基づ く健康診断の機会をとらえて実施す

る肝炎 ウイルス検査については、継続 して実施されるよう働きかけを行 う。あ

わせて、事業主が実施する場合の検査結果の取扱いについて、プライバシーに

配慮 した適正な通知と結果の取扱いについて改めて周知する。
工 国は、月f炎 ウイルス検査の受検前及び結果通知時において、受検者各自が、

病態、治療及び予防について J:し く認識できるよう、分か りやすいリーフレッ

トを作成 し、地方公共団体や健診|]体等を通 じて、広 く受検者に配布する。

オ 国及び都道府県は、医療機関において手術前等に行われる肝炎ウイルス検査

について、医療機関から受検者にその検査結果について適切な説明がなされる

よう働きかけを行 うととt)に 、そσ)効 果を検 111す る.

力 国は、独 立行政法人国立国際医療研究センター肝炎情報センター (以 下 「肝

炎情報センター」とい う。)に対 し、日立国際 |べ療研究センターの中期 目標及び

中期計画に基づき、拠点病院等指導的 立場にある医療従事者に対 し、最新の知見

を踏 まえた肝炎検査を含む肝炎医療に関する研修が行われるよう指示する。

第 4 月F炎医療を提供する体制の確保に関する事項

(1)今後の取組の方針について

肝炎ウイルス検査の結果診療が必要と判断 された者が |べ 療機関を受診しない、ま

た、たとえ医療機関を受診 しても、必ず しt)適切な|え療が提供 されていないとい う

問題点が指摘されている。11は 、その
′
足態をlナ1杏する等げ)リブ法 ご、11げ )力 itl尺 を分lli

し、|サ itlNに 黒}応 した熟1策 を
“
苗Lる .と ヒ1)に 、このため、 下記の方針に基づき、肝炎

患者等の〒.期 かつ適切な治療を更に推進 していく必要がある。

ア 都道府県が設置する肝疾患診療連携拠点病院 (以 ド「拠点病院」とい う。)

を中心とし、専PЧ Iべ療機関とかか りつけ|え が 1/1働するイ1絲「lみ として、地域にお

ける肝炎診療ネッ トワークの構築を進め、すべての月F炎患者等が |‖‖
llクコメ(機 1月

における I年
|‖ l的 ウdi)と を

ノ
|:か tた継続的かつ適切な医療を受けることができる体

制を整備する。

イ 地域保健や産業保健に携わる者を含めた関係者の連携、協力の下、肝炎患

者等に対する受療勧奨及び肝炎ウイルス検査後のフォローアップを実施するこ

とにより、肝炎患者等の適切な医療機関への受診を進める。

国は、受療勧奨及びフォローアップの効果を定期的に検証 し、一定の指標の

もとに、陽性判明者の受療する率を高めていくことを目指す。

ウ 月F炎患者等が、労働 と継続的な受療を両 アヽさせることができる環境づくりに

向けて、引き続き、事業主、産業保健関係者、労働組合をは じめとした関係者

の協力を得られるよう、必要な働きかけを行 うとと 1)に 、法整備お 彙び法的な

支援の必要性に/,い て検 Ii、|す る

工 肝炎患者の経済的負担軽減のための肝炎医療費助成の実施及び肝炎医療に

係る諸制度の周知により、月F炎の 1■期かつ適切な治療を推進する。

:
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121 今後取組が必要な事項について

上記の方針を実現するため、引き続き現状の取組を推進するとともに、新たに下

記について取 り組む必要がある。

ア 国は、地域保健や産業保健に従事する者が肝炎患者等へ提供するために必要

な情報について整理 し、分か りやす く効果的に提供するための情報ツールを作

成する。

イ IJは、患 者
‐ヽ の情報提供の重要性に鑑み、1可・地方公りtl、1体に 員る情報提供

1/9あ リルを検 li寸 し、通りJな 情報提供のための施策を講ずるt

ウイ 国は、拠点病院等の医療従事者を対象として実施される研修を効果的に進

めるため、研修計山iを 策定する。また、地域における診療連携体制を強化する

ため、月F疾患地j或連携 クリニカルバスの作成等、拠点病院が行 う研修への支援

方法について検言、lす る。
f・  1可は、月F疾患専llll医 でない医師が月11疾 患協ノ」医療機関に指定され /D場 合、1司

1矢 師が ・定期間内に月|:疾患治療に関する研修を受けることが望ましい|1可はそ
1/9研修´ヽ1/p支援 ノブ法に′)い て検 r;ヽ1す る、,ま た、1可 は、月「疾患協ノ」医療機関に指

定されない場 作でル)っ て 1)、 月F炎忠 F等 を診察・治療する1欠 出liは 研修を受ける
′∠、要IVI:が |「れ 二ヽ,ヒ を1'(例 tiす

^る

オウ 1司 は、職場における月F炎 患者等に支lす る理解を深めるため、肝炎σ)病態、

治療方法及び望ましい配慮についての先進的な取組例を分か りやすく示した

リーフレット等を活用 し、各種 事業主 |ヽJ体を通 じて配布する。
カエ 国は、月F炎 医療費助成制度、高額療養諸制度、傷病手当金及び障害年金等
の肝炎1医療に係る既存の制度について、分か りやす くまとめたリーフレット等

を作成 し、月11炎 の治療を進める際に医療機関や肝疾患相談センター等における

活用を推進する。

キオ 月F炎情報センターは、月F炎医療について、最新情報を収集 し、月F炎情報セ

ンターのホームページ等に分か りやすい形で掲載することにより、医療従事者

及び ‐般国民に向けて可能な限 り迅速に周知lを 図る。
ケ llJlt、 サ||‐ 炎忠 κ■卜か、

′ソj・ 働と利|(続的な受り1(を |メ
liヾ″Cき ているか li´ )い て実態

Iり‖F下 を子「い、 1人 ル色にルL:t ご法幣研li才 ,kび法的 /r kl媛σル∠、1薯 |プ |:|ニ
ン)い て検 I:、 1司

^イ
)

第 5 肝炎の 予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項

(1)今後の取組の方針について

新規感染の発生を防ぎ、肝炎に係る|べ療水準を向 11さ せるためには、月F炎 の予防

及び |べ 療に携わる人材の育成を行 うことが
′
白:要 である。

このため、 ド記の方針に基づき人材育成に取 り組んでいく必、要がある。

ア 新規の肝炎 ウイルス感染の発生の防止に資する人材を育成する。

イ 肝炎ウイルス感染が判明 した後に適切な治療に結びつけるための人材を育

ル児づ
~る

.

ウ 月F炎医療に携わる者が、最新の月F炎検査に関する知見を修得することは、適

りJな治療方釜卜の決定や患者に対 し適確な説明を行 う Lで非常に重要であるた

め、肝炎|え 療に携わる者の資質向上を図る.,

工 地城における肝炎に係る医療水準の向 上等に資する指導者を育成する。

i
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121 今後取組が必嬰な事項について

ア 国は、新規の肝炎 ウイルス感染の発生を防止するため、各施設における感染

予防ガイ ドライン等の作成のための研究を推進 し、当該研究成果について普及

策を講 じる。

イ 国は、月干炎情報センターに対 し、国立国際医療研究センターの中期 目標及び

中期計画に基づき、拠点病院等指導的立場にある医療従事者に対 し、最新の知

見を踏まえた肝炎検査を含む肝炎医療に関する研修が行われるよう指示する。

第 6 肝炎に関する調査及び研究に関する事項

(1)今後の取組の方針について

月F炎研究については、これまでの成果を肝炎対策に適切に反映するため、研究実

績を総合的に評価、検証するとともに、今後、行政的な課題を解決するために必要

な研究を実施 していく必要がある。このため、 F記の方針に思づき、月F炎研究の効

果的かつ効率的な実施 と研究成果の肝炎対策への適切な反映を促進する。

ア 今後の肝炎研究の在 り方について、「肝炎研究 7カ 年戦略」を踏まえ実地 し

てきた過去の研究について評価を行つた_11、 当該戦略の見直 しを行 うとともに

肝炎対策を総合的に推進するための基盤 となる肝炎研究を推進する。

イ 月「炎研究について、国民の理解を得 られるよう、分か りやすい情報発信を推

進する。

12)今後取組が必要な事項について

」1記の方針を実現するため、引き続き、現状の取組を推進するとともに、新たに

下記についても取 り組む必要がある。

ア 国は、‖F炎 対
‐
策推進協議会υ)意 地を参考にし、「肝炎研究 7ヵ 年戦略」の評

価及び見直しを行 う。

イ 国は、肝炎研究について国民の理解を得られるよう、当該研究の成果につい

て分か りやす く公表し、周知を図る。

第 7 肝炎医療のための医薬 :鴇 の研究開発の推進に関する事項

(1)今後の取組の方針について

ア 月F炎医療のための医薬置:の 開発等に係る研究を推進する。

イ 月F炎 医療のための|え 薬 I枯 を含めた |ズ 薬品:開 発等に係る研究が促進され、早期

の薬事法 (昭和 35年法律第 145写‐)の規定による製造販売の承認に資する

よう、治験及び臨床研究の活性化の取組を推進する。

ウ 肝炎医療のための医薬品を含めた、特に必要性が高い |え薬 Iマ :及び医療機器が

速やかに医療現場に導入されるために、審査の迅速化等の必要な措置を講 じる。

② 今後取組が必要な事項について

ア 国は、月F炎等の医療水準の向上等に資する、肝炎医療のための 1短薬品の開発

等に係る研究を推進する。

イ 国は、肝炎医療のための医薬品を含めた医薬品開発等に係る治験や臨床研究

を引き続き推進する。

ウ 国は、肝炎医療に係 る新薬、新医療機器等については、優れた製品を迅速に

医療の現場に提供できるよう、有効性や安全性に関する審査体制の充実強化等

8
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を隊|る など承認審査の迅速化や質の向上に向けた取組を推進 していく。
工 国は、肝炎医療に係 る医薬品等の うち、欧米諸国で承認等 されているが国内

で未承認の |え薬濯:等であって、医療 L必要性が高いと認められるものについて

は、関係企業に治験実施等の開発要請の取組を引き続き行 う。

第 8 肝炎に関する啓発及び知徽の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
.(1)今後の取組の方針について

肝炎に係る IEし い知識については、多くの国民に |´分に浸透 していないと考えられ

るため、ド記の方針に基づき、より ´
層の普及啓発及び情報提供を進める必要がある。

ア 肝炎ウイルス検査の受検を促進 し、また、月十炎 ウイルスの新たな感染を 予防

するため、すべての国民における、肝炎の予防、病態及び治療に係る Jiし い理

解が進静よう普及啓発及び情報提供を推進する。

イ 早期かつ適切な治療を促すため、肝炎患者等が肝炎の病態及び治療に係る正

しい知識を持てるよう、普及啓発及び情報提供を推進する。

ウ 月F炎患者等が、不合理な処遇、待遇を受けることなく、社会において安心 し

て暮 らせる環境づ くりを目指 し、月F炎患者等とその家族、遺族や、医療従事者、

事業キ:等の関係者をは じめとしたすべての国民が、月11炎 に係るIEし い知識を持
つための普及啓発及び情報提供を推進する。

(2)今後取糾lが必要な事項について

11記の方針を実現するため、引き続き、IIL状の取組を推進するとともに、新たに

ド記の事項について取 り組む必要がある。

ア 国は、｀
「 成 22年 5月 のWHO総 会において、 1比 界月F炎デーの実施が決議さ

れたことを踏 まえ、財 |ヽ月法人ウイルス肝炎研究り1オ 団の実施する「肝臓週間」に

おいて、集中的な肝炎の普及啓発を行 う。

とりわけ、近年我が1可 における感染中:例 の報告がある急性 B型肝炎 (ジ ェノ

タイプA)li,い Cは、従来のタイプに比 し性行為により感染が慢性化するこ

とが多いとされているため、HIV等 と同じく性感染症 としての認識を促 し、

予防策をi昔 じる必、要があることについて普及啓発を推進する。

イ 1可は、肝炎患者等への受療勧奨活動 として、医療保険者、|え師その他の医療

従事者の団体、産業保健に従事する者の団体、事業 }i団 体等の協力を得て、月F

炎の病態、知1識や月F炎 |え療に係る諸制度について、普及啓発活動及び情報提供

を推進する。

ウ 国は、肝炎患者等や医師等の|え療従事者、産業保健に従事する者、事業主等
の関係者に向けて、各々の立場で必要な情報を整理 し、月F炎の病態や治療方法、

予防のために必要な事項についての分か りやすいリーフレッ ト等を作成 し、情

報提供する。
工 llNlは 、地域における医療機関において、月F炎 に係る情報提供が適りJに なされ

るよう、月F炎情報センターにおける情報提供機能を充実させるよう要請する。
オ 都道府県は、拠点病院の相談センターを周知]す るための普及啓発活動を推進

する。

力 国は、事業主が肝炎ウイルス検査を実施する場合の検査結果の取扱いについ

て、プライバシーに配慮 した適正な通知|と 検査結果の取扱いについて改めて周

知する。
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キ 国は、月「炎患 ″等が ヽ合理な処遇、待遇を受けることなくr11会 において安
′由ヽして暮らせるよう、月「炎患 昔等の意見を聴取 しながら人権についての普及

啓発及び情報提供を推進するこ⇒第 9111(2)⌒ の移動が日「能

第 9 その他肝炎対策の推進に関する重要事項

(1)月T炎患者等及びその家族等に対する支援の強化及び充実

① 今後の取組の方針について

ア 月F炎患者等やその家族が、肝炎と向き合いながら治療を含む生活の質の向 11

に取 り組めるよう、相談支援援体制の充実を図 り、精神面でのサポー ト体制を

強化する。

イ 月十炎患者等が不合理な取扱いを受けた場合、肝炎患者等 一人一人の人権を尊

重 し、不合理な取扱いを解消するため、適切な対応を講 じることができる体制

づくりを進める。

② 今後取組が必要な事項について

上記の方針を実現するため、引き続き、現状の取組を推進するとともに、新た

に下記の事項について取 り組む必要がある。

ア 国は、都道府県と連携 して、肝炎患者等やそσ)家族等の不安を軽減するため

の情報提供、及び肝炎患者等やその家族等 と、医師をはじめとした医療従事者

とのコミュニケーションの場の提供を推進する。

イ 国は、月F炎患者等支援対策事業を活用 した肝炎患者等の支援策の具体例につ

いて、分か りやすい事例集を作成 し、rll道府県へ配布する。

ウ 1可は、月F炎情報センターにおいて、拠点病院の相談員が必要とする情報につ

いて整理 し、積極的に情報提供が行われるよう要請する。

工 国は、地方公共1可 体と連携 して、法務省の人権擁護機関相談窓 11の周知を図

る。

(2(51 111‐硬変、月Fが ん患者に対する支援

(l)肝硬変、肝がん患 者υ)「
riかれている現状 と今後のllx組のリブ針に/)い て

‖卜硬変、月|・ が /レ は根治的な治療法が少ないことか F,、 メリ1伯 :、 効果の日∫能性の

ル)る 発かん抑制斉Jυ )I認 |:I、 インターー‐ノェロン少 |:11こ りUI投 ′ノ‐の |ケtソ1(費助サ」になどが

費りJ成 に ll点 が‖
Fiかれ、 ll篤 化 した月「硬変以降σ)患 者に対する支援の角:リ ノブに

ついては始ど検 li寸 されてこなか′,たり

他方、月F硬 変・月Fがんに進展 した患 だ
・は、 I「 lt化するほど多くの治療費を要

するうえ、我が国におけるガ「硬変・月「がん患 者
・1/9多 くは 60歳以 Lの イ

|・ 金
/11活

者であレリ、力;jl人 が進むゝ 1土 ど/li7:1が
1本1窮づ

い
るJ大′兄にま,る .ン 更に、 |「甜令化 |二 111い ll「

門医療機 1間
´ヽグ)通 1完 |¬ 体が 1困 難になってお り、妓寄 りの

|ク(サ1(機 1則 などで適りJ/kN

治療を受けないまま病状を悪化させ、或いは、肝がんの発見を遅′,せ てし姜う

1人 7兄 にある(

こオl′ジを改善するただ)、
|ク|ソ1(費 及び′

11711費 σ)支援、医療体制の改翡`を |IL急 に
′
丈方L」

´
る必:要 かイ「・)~る υ)で ル)/′ て、 そυ)た ど)、 タスト

・
グ)取 判tを li苫 じ ごいく

肝炎から進展する肝硬変、肝がんは、根治的な治療法が少なく、このため、肝

硬変、肝がん患者の不安を軽減するために、以下の取組を講 じていく。

② 今後取組が必要な事項について

ア 肝硬変、肝がんを含む肝疾患については、医療従事者への研修、及び 「肝炎
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研究 7カ 年戦略」に基づく研究の推進による治療水準の向上等が必要であ り、

この取組を推進 していく。

イ 国は、都道府県 と連携 して、肝硬変及び肝がん患者、肝炎患者等やその家族

等の不安を軽減するための情報提供、及び月干炎患者等やその家族等と、医師を

はじめとした医療従事者 とのコミュニケーションの場の提供を推進する。

ウ 平成 22年度から、一定の条件の下、身体障害者福祉法における身体障害に、

新たに肝臓機能障害が位置付けられた。これにより肝機能障害の一部について

は、障害認定の対象 とされ、その認定を受けた者の月1二臓移植、肝臓移植後の抗

免疫療法 とそれ らに伴 う医療については、自立支援 lk‐ 療 (更 /L医療)の対象 と

なってお り、り|き 続き当該支援を継統するとともに、障害認定υ)実態を調査し

丼「炎対
・
策推進協議会における議論をふまえ、制度σ)改 善σ)必 要性を検 lil―ケる。

※ 1`4ル 2ヽ2イ 116月 1811業有年月千炎り京告|ヽ月弁護卜1に 無l寸
~る

人ド:|,11答
「

(月 |:硬 変・肝が/L患 み 、のに援のあり方につき、/1/J議 会での意見を主ず1)っ (尊 重し、

鳩 |「 が作成するり11本指夕|に |り 1記 してほしい、 ヒ″)要 綱にキ|し 、)サ さ体的に|||′
―議li命をビの

kう |´ たケν,ろ ″)か しいうニヒ|,ル)|ま う
}‐が、 り1ヽ 本1旨針にそυ)議 :命 を踏セえて

'「
らしヽうt)

(ア)を 作イ)ニ ヒ|´ なっ (お り■|ヴ )で 、 1`1然そσ)1議 論は大変lrlぃ 1)グ )′iヒ 思っ C ttへ指rlを

)く ,ご たいりたい」

〕l ll11更 変、‖|・ がんにりli状 を悪化させた患 者
・の治療実態、

/li活 実態を調 Fヽ するr

従前の文案では現状分析がなく、今後具体的に何をすればよいのかが明記されていない。

また、そもそも取組は、健康回復ぎ生活支援のためになすのであって、不安軽減のためになすの

ではない。よって、かようなトーンで書かれた「推進」すべき内容では不十分だと考える。

0(2)地域の実情に応 じた月F炎対策の推進

tll道 府県においては、月F炎 対策基本法の趣旨に基づき、地城の実情に応 じた肝

炎対策を講 じるため、相
`11府

りItl'11こ ll「 炎対策に 1剛 する協議会をliti夕

【
111マ, t/t、 111

は都 1山 ‖1り ltに 対 l、 同 |イカli為 会υ)委 tt lし (、 患 イ。遺族を代表する者
‐

(碑 放71)及
ひ |lllく ‖|11″ )月 1炎 対策1ll当 者を選lFす るこ`ヒ 、、■1/2忠 イ

‐。遺族を代表するだマノ,選 IF

(f`|)′
‐っ C11、 |||‐ 炎忠 者が高‖i令 化していろ 二とに1胎 7/1、 イ

li歯令制限llつ き ltl吹 な黒lん L:

を,kν )イ )

都 1血 好」りltは 、協l乱 会や患静/p′ξ見を踏 主え月「炎爆1策 |イF進 ,:「 画を((1成 する 11がヤ4

kt(、 |11lil・ FIIが 作llkさ オlた場 r)は 、そげ)li「 F11に
'1に

づき||「 炎対策の体制を構築 し、
管内市区町村 と連携 した肝炎対策を推進することが望まれる。 また、都道府県及び

市区町村は、積極的に、1可 をは じめとする行政機関との連携を図 りながら肝炎対策
を講 じていくことが望まれる。

ИX31 1司民の貞務に基づく取組
ア 肝炎対策基本法第6条の規定にかんがみ、月T炎対策は、肝炎患者等とその家
族、遺族を含めた1可民が主体的かつ積極的に活動する必要がある。

イ IJ民 ・人 一人が、肝炎は放置すると肝硬変や月Fがんという重篤な疾病へと進
´

展する可能性があり、各人の健康保持に重大な影響をもたらしうる病気である
ことを理解した Lで、少なくとも一回は月F炎 ウイルス検査を受検し、自身の肝
炎ウイルス感染の有無について、早期に認識を持つよう努めること。

ウ 国民 一人 一人が、肝炎ウイルスの新たな感染の可能性がある行為について正
しい知1識を持ち、新たな感染が生じないよう行動すること。
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また、月千炎 ウイルスの感染に関する知識が不足 していることにより、肝炎患

者等に対する不合理な取扱いや、それに伴 う肝炎患者等の精神的な負担が生じ

ることのないよう、正 しい知識に基づく適切な対応に努めること。

問14)定期的な現状把握による効果的かつ効率的な肝炎対策の推進

国は、肝炎対策をより効果的かつ効率的に推進するため、地方公共「]体等関係者

との連携強化を図るとともに、地ノブ公期寸1体が推進計山iを 定だ)た 場合はそυ)計山iに

設|″)れ た‖標の達成手|!度 について定期的にIり月査 。評価を行い、地方公共同体の取

組について、定期的に調査及び評価を行い、改善に向けた取組を講 じていく。

(6)肝炎対策基本指針の見直 し

月F炎対策基本法第 9条第 5項においては、「厚生労働大臣は、月f炎医療に関する

状況の変化をFJJ案 し、及び肝炎対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも 5年
ごとに、肝炎対策基本指針に検討をカロえ、必要があると認めるときは、これを変更

しなければならない。」 とされている。

この基本指針は、肝炎をめぐる現状を踏まえ、月F炎 対策を総合的に推進するた

めに基本となる事項について定めたものである。今後は、基本指針に定める取組を

進めていくこととなるが、肝炎をめぐる状況変化を的確にとらえた _11で、必要に応

じ適
′
白:評価を行い、必要があるときは、基本指針策定から5年を経過する前であっ

ても、これを見直 し、変更することとする。
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